
減免割合

前年合計
所得

当年見込み所得
当年/前年
減少要件

―
2022
年度

2023
年度

2022
年度

2023
年度

― ― ― ― 596 623 11,854,890 12,847,204

1 名古屋市 410万円以下 250万円以下 1/2以下 3～5割 482 493 8,895,520 9,358,420

3 岡崎市 500万円以下 7/10以下 3～7割 6 7 179,460 217,120

4 一宮市 210万円以下 1/2以下 5割 20 28 453,500 747,700

5 瀬戸市 300万円以下 1/2以下 5～10割 0 2 0 37,000

6 半田市 250万円未満 1/2以下 5～10割 0 1 0 27,890

7 春日井市 200万円以下 1/2以下 3～5割 7 6 111,900 150,800

9 津島市 210万円以下 1/2以下 5割 4 0 130,120 0

10 碧南市 300万円以下 1/2以下 5割 0 1 0 19,140

11 刈谷市 300万円以下 150万円以下 1/2以下 5割 1 0 4,100 0

12 豊田市 なし - - - -

13 安城市 300万円以下 1/2以下 5割 0 1 0 47,610

14 西尾市 300万円以下 1/2以下 5割 3 3 10,940 67,488

16 犬山市 400万円以下 1/2以下 5割 0 1 0 11,200

17 常滑市 200万円以下 1/2以下 1.25～5割 0 0 0 0

18 江南市 300万円以下 1/2以下 5割 2 11 35,200 266,800

19 小牧市 なし - - - -

20 稲沢市 300万円以下 1/2以下 5割 9 7 144,000 163,400

22 東海市 135万円以下 1/2以下 5割 2 0 43,200 0

23 大府市 135万円以下 1/2以下 5割 2 2 66,400 28,100

24 知多市 135万円以下 1/2以下 5割 4 2 147,800 139,300

25 知立市 300万円以下 1/2以下 5割 0 0 0 0

26 尾張旭市 500万円以下 250万円以下 1/2以下 3～10割 6 4 156,900 247,500

合計

市町村名

収入減を理由とした介護保険料減免の実施状況
（2024年愛知自治体キャラバンまとめ）

①減免実績は、名古屋市の制度改善で2022年度は128件2,068,518円増と大きく伸びたが、2023年度は件数・金額ともに横ばいとなっ
た。
②減免要件は、岡崎市が「前年合計所得500万円以下かつ減少見込み所得7/10以下」で最も高い水準。
次いで、尾張旭市・みよし市が前年所得要件を500万円以下としているが、その他の市町村は極めて低い水準であり、改善が求められ
る。

➂厚労省の財政支援によるコロナ減免は2022年度で終了したが、「収入減を理由とした介護保険料の減免」と比べて格段の実績が

あった（2022年度でも「収入減を理由･･･」と比べて、件数は1.9倍・金額は2倍の実績）。減免要件を参考にすべきである。

収入減を理由にした減免

減免要件 件数 金額
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収入減を理由にした減免

減免要件 件数 金額

27 高浜市 300万円以下 1/2以下
減少後の所
得で保険料
額を算定

0 0 0 0

28 岩倉市 300万円以下 2/3以下 1/3～2/3 2 1 59,700 45,000

29 豊明市 なし

30 日進市 200万円以下 1/2以下 3～5割 3 1 40,200 33,400

32 愛西市 第1～5段階 1/2以下 5割 0 0 0 0

33 清須市 210万円以下 1/2以下 5割 0 0 0 0

34 北名古屋市 200万円以下 1/2以下 5割 0 0 0 0

35 弥富市 362万円以下 1/2以下 2.5～10割 0 14 0 409,600

36 みよし市 500万円以下 1/2以下 2.5～10割 7 9 65,280 117,060

37 あま市 310万円以下 1/2以下 5割 9 12 209,000 391,100

38 長久手市 1/2以下 5割 2 3 63,100 44,700

39 東郷町 120万円未満 1/2以下 5割 0 0 0 0

40 豊山町 200万円以下 1/2以下 3～5割 0 0 0 0

41 大口町 250万円以下 1/2以下 5割 0 0 0 0

42 扶桑町 300万円以下 2/3以下 3～7割 2 0 28,600 0

43 大治町 300万円以下 1/2以下 5割 1 4 29,100 72,600

44 蟹江町
収入が著し
く減少

5～10割 17 0 912,340 0

45 飛島村 1/2以下 5割 0 0 0 0

46 阿久比町 300万円以下 1/2以下 5割 0 0 0 0

47 東浦町 135万円以下 1/2以下 5割 1 3 5,600 63,600

48 南知多町 250万円以下 1/2以下 10割 0 0 0 0

49 美浜町 なし

50 武豊町 310万円以下 1/2以下 5割 0 0 0 0

51 幸田町 300万円以下 1/2以下 5割 0 0 0 0

-
東三河
広域連合
（8市町村）

300万円以下 1/2未満 5割 4 7 62,930 140,676


